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R9改正でベストオーナー税制創設へ
ノンコア事業を営む子会社の株式譲渡益への課税を繰り延べ

税 務

　経済産業省が、令和9年度税制改正にお
いて、企業の事業ポートフォリオ転換・強
化を促す新たな税制措置として「ベスト
オーナー税制」を要望する方針であること
が本誌の取材により判明した。企業が「ベ
ストオーナー原則」（42頁参照）に基づき、
ノンコア事業を売却して得た売却益を、コ
ア事業の強化（M&A）や成長投資へとシー
ムレスに再配分する好循環を後押しする。
　具体的には、ノンコア事業を営む子会社
の株式譲渡によって生じる譲渡益を、一定
の要件の下で課税を繰り延べる仕組みが想
定される。また、一定の計画に基づく組織
再編等に伴う登記について、登録免許税を
軽減する措置も検討される。適用にあたっ
ては、現行の産業競争力強化法に基づく事
業再編計画の認定スキームと同様に、一定
の計画について認定を受けることを適用要
件とする方向だ。
　気になる実現性だが、「ベストオーナー

原則」に基づく事業ポートフォリオ転換
は、近年の政府方針や与党の提言において
一貫して掲げられてきたテーマでもある。
高市内閣が令和8年7月に閣議決定した「日
本成長戦略」には、ベストオーナー原則に
基づく事業ポートフォリオ転換の促進が明
記され、また、同じく7月に閣議決定された
「骨太の方針2026（経済財政運営と改革の
基本方針2026）」でも、必要な成長投資や
事業ポートフォリオの見直しを促すための
制度環境整備を推進する方針が示されてい
ることから、実現可能性は高いと言えよう。
　令和8年度税制改正では「パーシャルス
ピンオフ税制」が恒久化され、企業は期間
の制約に縛られることなく中長期的な再編
計画を立案できるようになったが、パー
シャルスピンオフ税制の恒久化に加えて
「ベストオーナー税制」が創設されれば、
企業は、子会社の売却や一部持分を残すス
ピンオフといった事業分離の手法を比較す
るとともに、売却資金を活用したM&Aや
成長投資を一体的に検討し、経営戦略に即
した事業ポートフォリオの転換を進めやす
くなる。本税制は令和9年度税制改正議論
において検討が進められることが想定され
るため、事業再編を視野に入れている企業
は、今後示される対象取引や認定要件、課
税繰延べの条件を確認し、再編スキームや
実行時期への影響を見極める必要がある。

令和9年度税制改正で、企業の事
業ポートフォリオ転換・強化を促
す「ベストオーナー税制」を創設へ。

ノンコア事業を営む子会社の株式
譲渡によって生じる譲渡益への課
税を繰り延べ。産業競争力強化法
に基づく一定の計画の認定が適用
要件となる方向。
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